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議案第７号

　（総　則）

第 １ 条　令和５年度桜井市水道事業会計予算は、次の定めるところによる。 

　（業務の予定量） 

第 ２ 条　業務の予定量は、 次のとおりとする。 

 

　（収益的収入及び支出） 

第 ３ 条　収益的収入及び支出の予定額は、 次のとおりと定める。 

　（資本的収入及び支出） 

第 ４ 条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足

する額 ４ ０ ５ , ３ ７ ７ 千円は、損益勘定留保資金 ３ ９ ５ , ７ ３ ４ 千円及び消費税資本的収支調整額

９,６４３千円で補填する。）

令和５年度　桜井市水道事業会計予算

給 水 戸 数
年 間 総 配 水 量
一 日 平 均 給 水 量
主な建設改良事業

２４,８００戸
６,１００,０００㎥

１６,７００㎥

第５次拡張事業計画にかかる配水管更新事業等

第１款　水道事業収益

第１項

第２項

第３項

１,３１６,５７５千円

１,１８５,５１９千円

１３１,０５６千円

０千円

第２款　水道事業費用

第１項

第２項

第３項

第４項

１,４６９,６３４千円

１,４２８,２５３千円

３６,３８１千円

０千円

５,０００千円

収　　　　　　　　入

支　　　　　　　　出

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

第３款　資本的収入

第１項

第２項

第３項

第４項

第５項

３１１,１５６千円

１５７,９００千円

７９,９８３千円

０千円

５８,５００千円

１４,７７３千円

第４款　資本的支出

第１項

第２項

第３項

７１６,５３３千円

５９９,３３０千円

５,４５２千円

１１１,７５１千円

収　　　　　　　　入

支　　　　　　　　出

企 業 債

負担金その他諸収入

雑 収 入

補 助 金

出 資 金

建 設 改 良 費

営 業 設 備 費

企 業 債 償 還 金
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　　（企業債）

第 ５ 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利息及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 

　（一時借入金）

第 ６ 条　一時借入金の限度額は、１００,０００千円と定める。 

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ７ 条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の

経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

⑴　職員給与費　　　　１５９，２２５千円

　（たな卸資産購入限度額）

第 ８ 条　　たな卸資産の購入限度額は１０，０００千円と定める。

令　和　５　年　３　月　１　日　提出

桜井市長　　松　井　正　剛

起債の目的

第５次拡張

事業に充当

証書借入

又は

証券発行

１５７,９００
千円

起債の方法 償還方法利率限度額

5.0%以内（ただし、
利率見直し方式によ
り当該利率の見直
しを行った後におい
ては、見直し後の利
率とする。）

政府資金又は、地方公共団体金融機構
については、その融資条件による。
銀行その他の場合は、その債権者との
協定による。但し、財政状況により償還
年限を短縮し、若しくは、繰上償還又は、
低利債に借換えることができる。



予算に関 する説明書





－ 3－

令和５年度　桜井市水道事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入

支　　　　出

款

１．水道事業収益

２．水道事業費用

１．営 業 収 益

１．給 水 収 益

１,３１６,５７５

１,１８５,５１９

１,１３５,４６８

３５,９６４

１４,０８７

１３１,０５６

１３０,４５２

４１４

１９０

０

０

（単位：千円）

１,４６９,６３４

１,４２８,２５３

６６２,５８９

１５１,１６２

３３,３００

２００,２３７

３６８,８６５

１２,１００

３６,３８１

１０,３００

２,０００

２２,８０７

１,２７４

０

０

５,０００

５,０００

２．受 託 工 事 収 益

３．そ の 他 営 業 収 益

１．取 水 及 び 浄 水 費

２．配 水 及 び 給 水 費

４．企 業 誘 致 費

１．固 定 資 産 売 却 損

１．支 払 利 息

５．減 価 償 却 費

６．資 産 減 耗 費

３．受 託 工 事 費

４．総 係 費

２．雑 支 出

３．消 費 税

１．予 備 費

２．長 期 前 受 金 戻 入

３．雑 収 益

５．他 会 計 補 助 金

１．固 定 資 産 売 却 益

２．営 業 外 収 益

３．特 別 利 益

１．営 業 費 用

２．営 業 外 費 用

３．特 別 損 失

４．予 備 費

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

２．負担金その他諸収入

１．建 設 改 良 費

２．営 業 設 備 費

３．企 業 債 償 還 金

１．負担金その他諸収入

１．浄 水 施 設 費

２．送 配 水 管 設 備 費

３．拡 張 事 業 費

１．営 業 設 備 費

１．企 業 債 償 還 金

３１１,１５６

１５７,９００

１５７,９００

７９,９８３

７９,９８３

０

０

５８,５００

５８,５００

１４,７７３

１４,７７３

１．企 業 債

１．企 業 債

７１６,５３３

５９９,３３０

１７,１６０

３７２,１７０

２１０,０００

５,４５２

５,４５２

１１１,７５１

１１１,７５１

（単位：千円）

１．雑 収 入

１．補 助 金

３．雑 収 入

４．補 助 金

１．出 資 金

５．出 資 金

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考



－ 5－

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

２．負担金その他諸収入

１．建 設 改 良 費

２．営 業 設 備 費

３．企 業 債 償 還 金

１．負担金その他諸収入

１．浄 水 施 設 費

２．送 配 水 管 設 備 費

３．拡 張 事 業 費

１．営 業 設 備 費

１．企 業 債 償 還 金

３１１,１５６

１５７,９００

１５７,９００

７９,９８３

７９,９８３

０

０

５８,５００

５８,５００

１４,７７３

１４,７７３

１．企 業 債

１．企 業 債

７１６,５３３

５９９,３３０

１７,１６０

３７２,１７０

２１０,０００

５,４５２

５,４５２

１１１,７５１

１１１,７５１

（単位：千円）

１．雑 収 入

１．補 助 金

３．雑 収 入

４．補 助 金

１．出 資 金

５．出 資 金

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

令和５年度　桜井市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

修繕引当金等の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息及び企業債取扱諸費

受取利息・配当金

固定資産売却益（損）

固定資産除却費

未収金の増減額（△は増加）

貯蔵品の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

前受金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

無形固定資産の売却による収入

国庫補助金、工事負担金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等に充てるための企業債による収入

建設改良等に充てた企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額） 

資金期首残高

資金期末残高

△ 162,702

368,865

18,625

△ 82

364

0

△ 130,452

10,300

0

0

11,220

0

2,000

0

0

0

1,000

119,138

0

△ 10,300

108,838

△ 582,858

0

0

0

126,202

△ 456,656

157,900

△ 111,750

14,773

60,923

△ 286,895

1,390,828

1,103,932
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１．総　　括

令和５年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定
福 利 費
（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

69,315

0

69,315

71,034

0

71,034

△ 1,719

0

△ 1,719

1,848

1,980

△ 132

2,178

2,178

0

2,124

2,028

96

1,689

1,688

1

4,806

3,671

1,135

4,806

5,149

△ 343

4,615

5,478

△ 863

14,148

15,917

△　1,769

10,955

11,428

△ 473

47,169

0

47,169

49,517

0

49,517

△ 2,348

0

△ 2,348

116,484

0

116,484

120,551

0

120,551

△ 4,067

0

△ 4,067

24,146

0

24,146

25,267

0

25,267

△ 1,121

0

△ 1,121

140,630

0

140,630

145,818

0

145,818

△ 5,188

0

△ 5,188

0

0

0

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

※（　　）内は再任用職員数及び会計年度任用職員数を外書しています。

（4）
14

（4）
14

（3）
15

（3）
15

（1）
△ 1

（1）
△ 1
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１．総　　括

令和５年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定
福 利 費
（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

69,315

0

69,315

71,034

0

71,034

△ 1,719

0

△ 1,719

1,848

1,980

△ 132

2,178

2,178

0

2,124

2,028

96

1,689

1,688

1

4,806

3,671

1,135

4,806

5,149

△ 343

4,615

5,478

△ 863

14,148

15,917

△　1,769

10,955

11,428

△ 473

47,169

0

47,169

49,517

0

49,517

△ 2,348

0

△ 2,348

116,484

0

116,484

120,551

0

120,551

△ 4,067

0

△ 4,067

24,146

0

24,146

25,267

0

25,267

△ 1,121

0

△ 1,121

140,630

0

140,630

145,818

0

145,818

△ 5,188

0

△ 5,188

0

0

0

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

※（　　）内は再任用職員数及び会計年度任用職員数を外書しています。

（4）
14

（4）
14

（3）
15

（3）
15

（1）
△ 1

（1）
△ 1

２．給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円）

給与改定に伴う増
減分

給与改定に伴う増
減分

給料表の改定状況
給料の改定率
　　　　　０.９２％

平均昇給率
　　　　　２.９％

職員構成の変動に
係る増減分など

職員構成の変動に
係る増減分など

昇給に伴う増加分

その他の増減分

その他の増減分

区　　　　　　　分

区　　　分 企 業 職（円） 一般会計の制度（円）

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

２８５,２４５

３３２,３８７

４４.７

２９２,９５２

３３８,９４９

４５.０

１５４,６００

１６７,１００

１８５,２００

１５４,６００

１６７,１００

１８５,２００

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在

企　業　職

制度改正に伴う増
減分

説　　明 備 考

給 料

手 当

△１,７１９

１０８

△１,８８８

５９３

△２,９４１

６１

△２,３４８

３．給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たり給与

令和５年１月１日現在

　⑵　初　任　給
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⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

令和５年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

４

２

１

１

３

２

１

３

１

０

３

２

２

１

２３.５

１１.８

５.９

５.９

１７.６

１１.８

５.９

２０.０

６.７

０.０

２０.０

１３.３

１３.３

６.７

職員数（人） 構 成 比（％）

令和４年１月１日現在

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職

※（　　）内は再任用職員数を外書しています。

（１）

３

（１）

３

（１）

１７

（１）

１５

（100.0）

１７.６

（100.0）

100.0

（100.0）

２０.０

（100.0）

100.0
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⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

令和５年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

４

２

１

１

３

２

１

３

１

０

３

２

２

１

２３.５

１１.８

５.９

５.９

１７.６

１１.８

５.９

２０.０

６.７

０.０

２０.０

１３.３

１３.３

６.７

職員数（人） 構 成 比（％）

令和４年１月１日現在

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職

※（　　）内は再任用職員数を外書しています。

（１）

３

（１）

３

（１）

１７

（１）

１５

（100.0）

１７.６

（100.0）

100.0

（100.0）

２０.０

（100.0）

100.0

⑷　昇　給

⑸　特殊勤務手当

　　　該　当　な　し

本

　
　
　年

　
　
　度

区　　　　　分

職員数（Ａ）（人） １４

１２

－

３

３

１

１

３

１

－

８５.７

１５

１２

２

１

３

１

３

２

－

－

７３.３

１４

１２

－

３

３

１

１

３

１

－

８５.７

１５

１２

２

１

３

１

３

２

－

－

７３.３

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

合　計 企業職

前

　
　
　年

　
　
　度
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⑹　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は再任用職員の支給率を外書しています。

⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻　その他手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、
職務階級による
加算措置

支 給 率 計
（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

区 分
20年勤続

の者（月分）
25年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定年前早期退職
 （２％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～
第７号区分（０円）にお
ける60月分の調整月額の
支給合計

調 整 額

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の
制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

（１．１５）
２．２０

（１．１５）
２．２０

（１．１５）
２．２０

（１．１５）
２．２０

（２．３０）
４．４０

（２．３０）
４．４０

有

（１．１２５）
２．１５

（１．１７５）
２．２５

（２．３０）
４．４０

有

有

〃 〃 〃 〃 〃 〃



－ 11 －

⑹　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は再任用職員の支給率を外書しています。

⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻　その他手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、
職務階級による
加算措置

支 給 率 計
（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

区 分
20年勤続

の者（月分）
25年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定年前早期退職
 （２％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～
第７号区分（０円）にお
ける60月分の調整月額の
支給合計

調 整 額

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の
制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

（１．１５）
２．２０

（１．１５）
２．２０

（１．１５）
２．２０

（１．１５）
２．２０

（２．３０）
４．４０

（２．３０）
４．４０

有

（１．１２５）
２．１５

（１．１７５）
２．２５

（２．３０）
４．４０

有

有

〃 〃 〃 〃 〃 〃

令和４年度　桜井市水道事業予定損益計算書

（令和４年４月１日～令和５年３月31日）

１．営 業 収 益
　⑴
　⑵
　⑶

給 水 収 益
受 託 工 事 収 益
そ の 他 営 業 収 益

１,００６,６０８
２１,６００
１３,３８４ １,０４１,５９２

３．営業外収益
　⑴
　⑵
　⑶
　⑷
　⑸

受 取 利 息
長期前受金戻入額
雑 収 益
他 会 計 補 助 金
県 補 助 金

１５０
１２９,３６５

５００
３２,３５２

０ １６２,３６７

５．特 別 利 益
　⑴ 固定資産売却収益 ０ ０

４．営業外費用
　⑴

　⑵
　⑶

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費
雑 支 出
企 業 誘 致 費

１１,８９５
２,０００
１,５３０ １５,４２５ １４６,９４２

６．特 別 損 失
　⑴
　⑵

過年度損益修正損
そ の 他 損 失

０
０ ０ ０

２．営 業 費 用
　⑴
　⑵
　⑶
　⑷
　⑸
　⑹
　⑺

取 水 及 び 浄 水 費
配 水 及 び 給 水 費
受 託 工 事 費
総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費
そ の 他 営 業 費 用

５４３,６８０
９６,１８５
２０,０００

１５８,９６７
３６８,８６３

１５,７００
０ １,２０３,３９５

営 業 利 益 △ １６１,８０３

経 常 利 益 △ １４,８６１

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

△ １４,８６１

６０２,５７２

５８７,７１１

（単位：千円）
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令和４年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　令　和　５　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

負　　債　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工具器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額
建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

９,１６２,０６８

８３,０９３
７８４,７６５

△ ３２８,２５２
１４,２９８,９８６
△ ６,１４９,６０６

２,３１０,９０３
△ １,８４７,８５８

３０,６０７
△ ２９,０７７

３６,５４９
△ ２８,０４２

０

８３,０９３

４５６,５１３

８,１４９,３８０

４６３,０４５

１,５３０

８,５０７
０

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．

退 職 給 付 引 当 金
修 繕 引 当 金

１,４２６,６５６

７８,２５３
０

１,４２６,６５６

７８,２５３
１,５０４,９０９

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１８０,０００
△ ３４６

１,３９０,８２７

１７９,６５４
２９,０００

４０
１,５９９,５２１

１０,８２２,３８６

　⑵　無 形 固 定 資 産
ア．ダ ム 使 用 権 ６０,７９７

６０,７９７
９,２２２,８６５

（単位：千円）

現 金 預 金
未 収 金

貯 蔵 品
前 払 金
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令和４年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　令　和　５　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

負　　債　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工具器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額
建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

９,１６２,０６８

８３,０９３
７８４,７６５

△ ３２８,２５２
１４,２９８,９８６
△ ６,１４９,６０６

２,３１０,９０３
△ １,８４７,８５８

３０,６０７
△ ２９,０７７

３６,５４９
△ ２８,０４２

０

８３,０９３

４５６,５１３

８,１４９,３８０

４６３,０４５

１,５３０

８,５０７
０

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．

退 職 給 付 引 当 金
修 繕 引 当 金

１,４２６,６５６

７８,２５３
０

１,４２６,６５６

７８,２５３
１,５０４,９０９

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１８０,０００
△ ３４６

１,３９０,８２７

１７９,６５４
２９,０００

４０
１,５９９,５２１

１０,８２２,３８６

　⑵　無 形 固 定 資 産
ア．ダ ム 使 用 権 ６０,７９７

６０,７９７
９,２２２,８６５

（単位：千円）

現 金 預 金
未 収 金

貯 蔵 品
前 払 金

資　　本　　の　　部

企 業 債 合 計

４．流 動 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金
　⑶　前 受 金
　⑷　引 当 金

　⑸　そ の 他 流 動 負 債

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．

ア．

賞 与 引 当 金
そ の 他 引 当 金

預 り 金

１１１,７５０

９,９３３
０

１１１,７５０
１５０,０００

５００

９,９３３

４４,０００
３１６,１８３

０
１６,９５４
３６,３６８

１,５００

５８７,７１１
０

５４,８２２

５８７,７１１
６４２,５３３

５,６４１,３８９
１０,８２２,３８６

長 期 前 受 金 合 計
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債・資 本 合 計

５．繰 延 収 益
　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金
長期前受金収益化累計額
補 助 金
長期前受金収益化累計額
水道施設分担金
長期前受金収益化累計額
受贈財産評価額
長期前受金収益化累計額

ア．
イ．
ウ．
エ．

ア．
イ．

工 事 負 担 金
補 助 金
水 道 施 設 分 担 金
受 贈 財 産 評 価 額

当年度未処分利益剰余金
建 設 改 良 積 立 金

１,４０６,７８２

１,０２７,９８４

８３６,９６４

８８,１７５

３,４７８,０９４
△ ２,０７１,３１２

１,２５０,７８９
△ ２２２,８０５
１,８０６,０８５
△ ９６９,１２１

８８,７６０
△ ５８５

３,３５９,９０５
３,３５９,９０５
５,１８０,９９７

６．資　本　金
　⑴　自 己 資 本 金

７．剰　余　金
　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金

４,９９８,８５６
４,９９８,８５６

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計
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令和５年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　令　和　６　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工具器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額
建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

９,３６８,２９０

５７,３４８

８３,０９３
７８４,７６５

△ ３４３,００９
１４,８６５,３０３
△ ６,４４０,３４３

２,３１２,７４１
△ １,９０７,０８３

３３,５６０
△ ２９,０７７

３７,０７９
△ ２８,７３９

０

８３,０９３

４４１,７５６

８,４２４,９６０

４０５,６５８

４,４８３

８,３４０
０

５７,３４８
　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．ダ ム 使 用 権

９,４２５,６３８

（単位：千円）

負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．
ウ．

退 職 給 付 引 当 金
修 繕 引 当 金
特 別 修 繕 引 当 金

１,４７０,３３１

９６,８７８
０
０

１,４７０,３３１

９６,８７８
１,５６７,２０９

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１８０,０００
△ ７１０

１,１０３,９３２

１７９,２９０
２７,０００

４０
１,３１０,２６２

１０,７３５,９００

現 金 預 金
未 収 金

貯 蔵 品
前 払 金

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
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令和５年度　桜井市水道事業予定貸借対照表

（　令　和　６　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産
　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．
イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

キ．

土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工具器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額
建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計
固 定 資 産 合 計

９,３６８,２９０

５７,３４８

８３,０９３
７８４,７６５

△ ３４３,００９
１４,８６５,３０３
△ ６,４４０,３４３

２,３１２,７４１
△ １,９０７,０８３

３３,５６０
△ ２９,０７７

３７,０７９
△ ２８,７３９

０

８３,０９３

４４１,７５６

８,４２４,９６０

４０５,６５８

４,４８３

８,３４０
０

５７,３４８
　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．ダ ム 使 用 権

９,４２５,６３８

（単位：千円）

負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．
ウ．

退 職 給 付 引 当 金
修 繕 引 当 金
特 別 修 繕 引 当 金

１,４７０,３３１

９６,８７８
０
０

１,４７０,３３１

９６,８７８
１,５６７,２０９

２．流 動 資 産
　⑴
　⑵

　⑶
　⑷

１８０,０００
△ ７１０

１,１０３,９３２

１７９,２９０
２７,０００

４０
１,３１０,２６２

１０,７３５,９００

現 金 預 金
未 収 金

貯 蔵 品
前 払 金

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

４．流 動 負 債
　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金
　⑶　前 受 金
　⑷　引 当 金

　⑸　そ の 他 流 動 負 債

ア．建設改良に要する企業債

ア．
イ．

ア．

賞 与 引 当 金
そ の 他 引 当 金

預 り 金

長 期 前 受 金 合 計
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

５．繰 延 収 益
　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金
長期前受金収益化累計額
補 助 金
長期前受金収益化累計額
水道施設分担金
長期前受金収益化累計額
受贈財産評価額
長期前受金収益化累計額

１,３７３,６２８

１,０５４,４９６

８３９,３７０

８８,１６１

３,５１４,１１６
△ ２,１４０,４８８

１,３０４,２７９
△ ２４９,７８３
１,８４２,７７５

△ １,００３,４０５
８８,７６０

△ ５９９
３,３５５,６５５

３,３５５,６５５
５,２４２,４４０

１１４,２２５

９,８５１
０

１１４,２２５
１５０,０００

５００

９,８５１

４５,０００
３１９,５７６

資　　本　　の　　部

０
１６,９５４
３６,３６８

１,５００

４２５,００９
０

５４,８２２

４２５,００９
４７９,８３１

５,４９３,４６０
１０,７３５,９００

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債・資 本 合 計

ア．
イ．
ウ．
エ．

工 事 負 担 金
補 助 金
水 道 施 設 分 担 金
受 贈 財 産 評 価 額

ア．
イ．

当年度未処分利益剰余金
建設改良積立金

６．資　本　金
　⑴　自 己 資 本 金

７．剰　余　金
　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金

５,０１３,６２９
５,０１３,６２９
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令和５年度　桜井市水道事業会計予算説明書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

１．水道事業収益

２．水道事業費用

１．営 業 収 益

１．営 業 費 用

1,469,634

1,428,253

1,316,575

1,185,519

１．給 水 収 益

２．受託工事収益

３．雑 収 益

１．給 水 収 益

１．受託工事収益

１．材料売却収益

２．国 庫 補 助 金

３．その他長期前受金

４．受贈財産評価額

１．工 事 負 担 金

２．手 数 料

３．修 繕 料

４．雑 収 益

１．雑 収 益

１．給　　　　料

２．手 当 等

３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

10．旅　　　　費

７．法 定 福 利 費
　　引当金繰入額

６．法 定 福 利 費

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

396

568

403

1,030

297

594

1,684

1,480

282

翌年度支給賞与の当年度負担引当

普通旅費

翌年度支出法定福利費の当年度負
担引当

共済組合負担金

12,449

6,734

60

4,115

1,582

372

水道料金収入

受託仮設工事収入

材料売却収入

設計、 竣工検査手数料

修繕工事収入

下水道料金徴収委託料収入等

長期前受収益化（減価償却見合い分）

雑収入

〃

〃

〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．取水及び浄水費 662,589

1,135,468

35,964

414

1,135,468

35,964

0

400

1,000

12,687

69,176

26,978

34,284

14

414

190５．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金190

14,087

130,452

２．営 業 外 収 益 131,056

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

12．備 消 品 費 消耗品費776
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令和５年度　桜井市水道事業会計予算説明書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

１．水道事業収益

２．水道事業費用

１．営 業 収 益

１．営 業 費 用

1,469,634

1,428,253

1,316,575

1,185,519

１．給 水 収 益

２．受託工事収益

３．雑 収 益

１．給 水 収 益

１．受託工事収益

１．材料売却収益

２．国 庫 補 助 金

３．その他長期前受金

４．受贈財産評価額

１．工 事 負 担 金

２．手 数 料

３．修 繕 料

４．雑 収 益

１．雑 収 益

１．給　　　　料

２．手 当 等

３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

10．旅　　　　費

７．法 定 福 利 費
　　引当金繰入額

６．法 定 福 利 費

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

396

568

403

1,030

297

594

1,684

1,480

282

翌年度支給賞与の当年度負担引当

普通旅費

翌年度支出法定福利費の当年度負
担引当

共済組合負担金

12,449

6,734

60

4,115

1,582

372

水道料金収入

受託仮設工事収入

材料売却収入

設計、 竣工検査手数料

修繕工事収入

下水道料金徴収委託料収入等

長期前受収益化（減価償却見合い分）

雑収入

〃

〃

〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．取水及び浄水費 662,589

1,135,468

35,964

414

1,135,468

35,964

0

400

1,000

12,687

69,176

26,978

34,284

14

414

190５．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金190

14,087

130,452

２．営 業 外 収 益 131,056

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

12．備 消 品 費 消耗品費776

２．配水及び給水費 151,162

15．印 刷 製 本 費 印刷費110

10,202

13,772

61,270

448,552

5,630

2,640

82,903

2,558

200

3,759

4,905

26,220

16,614

3,412

8,769

792

32

1,780

937

121

60,626

133

291

16,275

842

858

2,310

11,000

150

16．修 繕 費 施設、機械修繕費

19．薬 品 費 浄水薬品費

20．動 力 費 電力料金

24．受 水 費 県営水道受水費等

25．手 数 料 水質検査手数料等

26．通 信 運 搬 費

27．委 託 料

28．賃 借 料

29．保 険 料

31．材 料 費

36．負 担 金

１．給　　　　料

２．手 当 等

３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

７．法 定 福 利 費
　　引当金繰入額

10．旅　　　　費 普通旅費

12．備 消 品 費 消耗品費

13．燃 料 費 車両燃料費

15．印 刷 製 本 費 印刷費

16．修 繕 費 漏水修繕、器具修繕費等

25．手 数 料 電波利用手数料

26．通 信 運 搬 費 専用回線通信料

27．委 託 料 漏水調査委託料等

28．賃 借 料 敷地借上料等

29．保 険 料 水道管、自動車損害賠償保険料

31．材 料 費 漏水復旧材料、応急改良材料費

32．工 事 請 負 費 応急改良、 舗装復旧工事費

59．公 課 費 自動車重量税

６．法 定 福 利 費

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

翌年度支給賞与の当年度負担引当

共済組合負担金

792

1,479

855

2,060

3,050

990

3,673

3,152

563

専用回線通信料

敷地借上料

火災損害保険料

補修材料費

浄水場管理、施設点検、草刈等
業務委託料

ダム管理、水質検査センター
負担金等

翌年度支出法定福利費の当年度
負担引当
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４．総 係 費 200,237

３．受託工事費 33,300
受託工事材料費31．材 料 費 0

受託工事請負費32．工事請負費 33,300

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

660

2,759

866

1,716

1,268

594

4,296

2,842

844

１．給　　　　料 30,646

臨時職員賃金４．賃　　　　金 0

普通旅費10．旅　　　　費 220

８．退職給付金 18,625

被服購入費11．被 服 費 358

消耗品費12．備 消 品 費 1,351

燃料費13．燃 料 費 148

印刷費15．印刷製本費 1,005

メーター取替、修繕費等16．修 繕 費 18,935

修繕に備えるための引当17．修繕引当金繰入額 0

18．特別修繕引当金繰入額 0 特別修繕に備えるための引当

下水道使用料等25．手 数 料 1,934

電話料、郵送料26．通信運搬費 5,016

賃借料28．賃 借 料 9,812

損害保険料29．保 険 料 70

補償費33．補 償 金 300

水道協会負担金等36．負 担 金 1,343

共済組合負担金、
公務災害基金負担金

６．法定福利費 9,387

お客様センター業務、水道料金
調定委託料等

27．委 託 料 80,839

翌年度支給賞与の当年度負担引当
３．賞与引当金
　　繰 入 額

2,982

貸倒損失に備えるための引当38．貸倒引当金繰入額 710

翌年度支出法定福利費の当年度
負担引当

７．法定福利費
　　引当金繰入額

711

２．手 当 等 15,845

５．減価償却費
41．有形固定資産
　　減価償却費

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

器具及び備品減価償却費

368,865 365,416
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４．総 係 費 200,237

３．受託工事費 33,300
受託工事材料費31．材 料 費 0

受託工事請負費32．工事請負費 33,300

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

児童手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

660

2,759

866

1,716

1,268

594

4,296

2,842

844

１．給　　　　料 30,646

臨時職員賃金４．賃　　　　金 0

普通旅費10．旅　　　　費 220

８．退職給付金 18,625

被服購入費11．被 服 費 358

消耗品費12．備 消 品 費 1,351

燃料費13．燃 料 費 148

印刷費15．印刷製本費 1,005

メーター取替、修繕費等16．修 繕 費 18,935

修繕に備えるための引当17．修繕引当金繰入額 0

18．特別修繕引当金繰入額 0 特別修繕に備えるための引当

下水道使用料等25．手 数 料 1,934

電話料、郵送料26．通信運搬費 5,016

賃借料28．賃 借 料 9,812

損害保険料29．保 険 料 70

補償費33．補 償 金 300

水道協会負担金等36．負 担 金 1,343

共済組合負担金、
公務災害基金負担金

６．法定福利費 9,387

お客様センター業務、水道料金
調定委託料等

27．委 託 料 80,839

翌年度支給賞与の当年度負担引当
３．賞与引当金
　　繰 入 額

2,982

貸倒損失に備えるための引当38．貸倒引当金繰入額 710

翌年度支出法定福利費の当年度
負担引当

７．法定福利費
　　引当金繰入額

711

２．手 当 等 15,845

５．減価償却費
41．有形固定資産
　　減価償却費

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

器具及び備品減価償却費

368,865 365,416

２．営 業 外 費 用

４．予 備 費

６．資産減耗費 12,100

２．雑 支 出 2,000

３．消 費 税 22,807

１．予 備 費 5,000

5,000

１．支払利息及び
　　企業債取扱諸費

10,300

36,381

44．固定資産除却費 固定資産除却費11,220

45．棚卸資産減耗費 棚卸資産減耗費880

47．企業債利子 企業債利子10,300

48．借入金利子 一時借入金利子0

49．その他雑支出 その他雑支出2,000

59．公 課 費 消費税納税額22,807

１．予 備 費 予備費5,000

４．企業誘致費 1,274 36．負 担 金 企業誘致負担金1,274

42．無形固定資産
　　減価償却費

ダム使用権減価償却費3,449
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

３．資本的収入 311,156

157,900

79,983

79,983

58,500

58,500

716,533

599,330

17,160

372,170

5,452

5,452

111,751

111,751

40,359

39,624

58,500

0

２．負 担 金
　　その他諸収入 １．負 担 金

　　その他諸収入

４．補 助 金

１．企 業 債

１．補 助 金

１．浄水施設費

１．営業設備費

１．企業債償還金

２．送配水管設備費

210,000３．拡張事業費

１．補 助 金

27．委 託 料

１．分 担 金

２．負 担 金

国庫補助金、国庫交付金

14,773

14,773 14,773

５．出 資 金

１．出 資 金 １．出 資 金 他会計出資金

157,900 157,900１．企 業 債 １．企 業 債 建設改良債

取水施設基本設計委託

17,16032．工事請負費 浄水施設改良工事費

050．土地購入費 用地購入費

58,59027．委 託 料 配水管更新設計業務委託料等

031．材 料 費 配水管布設工事資材費

313,58032．工事請負費 配水管新設、改良、更新工事費

033．補 償 金 移設補償費

050．土地購入費 用地購入費

027．委 託 料 登記委託料

210,00032．工事請負費 工事請負費

033．補 償 金 移設補償費

050．土地購入費 土地購入費

1,83851．量水器購入費 量水器費

車両購入費

量水器費

111,75157．企業債償還金 企業債元金償還金

058．その他資本的支出 その他資本的支出

水道施設加入分担金

配水管工事負担金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

3,06452．車両運搬費

55053．器具備品費

４．資本的支出

１．建設改良費

２．営業設備費

３．企業債償還金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

３．資本的収入 311,156

157,900

79,983

79,983

58,500

58,500

716,533

599,330

17,160

372,170

5,452

5,452

111,751

111,751

40,359

39,624

58,500

0

２．負 担 金
　　その他諸収入 １．負 担 金

　　その他諸収入

４．補 助 金

１．企 業 債

１．補 助 金

１．浄水施設費

１．営業設備費

１．企業債償還金

２．送配水管設備費

210,000３．拡張事業費

１．補 助 金

27．委 託 料

１．分 担 金

２．負 担 金

国庫補助金、国庫交付金

14,773

14,773 14,773

５．出 資 金

１．出 資 金 １．出 資 金 他会計出資金

157,900 157,900１．企 業 債 １．企 業 債 建設改良債

取水施設基本設計委託

17,16032．工事請負費 浄水施設改良工事費

050．土地購入費 用地購入費

58,59027．委 託 料 配水管更新設計業務委託料等

031．材 料 費 配水管布設工事資材費

313,58032．工事請負費 配水管新設、改良、更新工事費

033．補 償 金 移設補償費

050．土地購入費 用地購入費

027．委 託 料 登記委託料

210,00032．工事請負費 工事請負費

033．補 償 金 移設補償費

050．土地購入費 土地購入費

1,83851．量水器購入費 量水器費

車両購入費

量水器費

111,75157．企業債償還金 企業債元金償還金

058．その他資本的支出 その他資本的支出

水道施設加入分担金

配水管工事負担金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

3,06452．車両運搬費

55053．器具備品費

４．資本的支出

１．建設改良費

２．営業設備費

３．企業債償還金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

会計書類に関する注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品

　　　　　先入先出法による原価法

　２．固定資産の減価償却の方法

　　　⑴　有形固定資産（リース資産は除く） 

減価償却の方法　　　定額法（但し、取替資産については取替法） 

主な耐用年数

建物　　　　　　　　13～50年

構築物　　　　　　　38～60年

機械及び装置　　　　８～20年

車両運搬具　　　　　４～５年

工具、器具及び備品　４～10年

　　　⑵　無形固定資産

減価償却の方法　　　定額法

主な耐用年数

ダム使用権　　　　　55年

　３．引当金の計上方法

　　　⑴　退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、「職員の退職手当に係る取り扱いに関する覚書」に基づく各

年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。 

　　　⑵　賞与引当金

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、各年度の翌事業年度における支給見込み額に基づき、

各年度に負担する額（12月から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　　　⑶　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による回収不能見込額を

計上している。 

　４．消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。但し、仕入控除対象外消費税及び地

方消費税は、営業外費用として処理している。

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

予定キャッシュ・フロー計算書における資金は、現金及び預金である。
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Ⅲ　予定貸借対照表関連

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は89,448,812円である。

Ⅳ　セグメント情報の開示

　　　　桜井市水道事業会計は、上水道事業を一つのセグメントとしている。 

Ⅴ　その他

　リース資産に関する特例措置

中小規模事業者の特例により通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。



桜井市下水道事業会計
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議案第８号

　（総　則）

第 １ 条　令和５年度桜井市下水道事業会計予算は、 次の定めるところによる。 

　（業務の予定量） 

第 ２ 条　業務の予定量は、 次のとおりとする。 

 

　（収益的収入及び支出） 

第 ３ 条　収益的収入及び支出の予定額は、 次のとおりと定める。 

　（資本的収入及び支出） 

第 ４ 条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足

する額４４４,４３４千円は、損益勘定留保資金４２８,２６２千円と消費税資本的収支調整額１６,１７２

千円で補填する。） 

令和５年度　桜井市下水道事業会計予算

水 洗 化 人 口
年 間 有 収 水 量
一日平均有収水量
主な建設改良事業

汚水管渠建設費等

３６,０００人
３,２００,０００㎥

８,７６７㎥

３６６,２２８千円

第１款　下水道事業収益

第１項

第２項

第３項

１,１５９,７０３千円

５０８,５７７千円

６５１,１２６千円

０千円

第２款　下水道事業費用

第１項

第２項

第３項

１,１４３,２３２千円

１,０２７,１７５千円

１１６,０５７千円

０千円

収　　　　　　入

支　　　　　　出

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

第３款　資本的収入

第１項

第５項

第６項

９２８,４３３千円

６６９,１１６千円

７１,９００千円

１８７,４１７千円

第４款　資本的支出

第１項

第３項

１,３７２,８６７千円

４０４,５７１千円

９６８,２９６千円

収　　　　　　入

支　　　　　　出

企 業 債

国 庫 補 助 金

出 資 金

建 設 改 良 費

企業債償還金
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　（債務負担行為）

第 ５ 条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

第 ６ 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利息及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 

　（一時借入金）

第 ７ 条　一時借入金の限度額は、１,０００,０００千円と定める。 

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第 ８ 条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外

の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

⑴　職員給与費　　　　７７,６０１千円

　（他会計からの補助金）      

第 ９ 条　下水道事業運営を助成するため、一般会計からこの会計への助成を受ける金額は、２１９,９１８千円

である。

令　和　５　年　３　月　１　日　提出

桜井市長　　松　井　正　剛

起債の目的

公共下水道債

流域下水道債

資本費平準化債

下水道事業債
特 別 措 置 分

証書借入

又は

証券発行

２５３,０００千円

４１,２００千円

２３７,７２８千円

１３７,１８８千円

起債の方法 償還方法利　率限度額

5.0%以内（ただし、
利率見直し方式によ
り当該利率の見直
しを行った後におい
ては、見直し後の利
率とする。）

政府資金又は、地方公共団体金融機構
については、その融資条件による。
銀行その他の場合は、その債権者との
協定による。但し、財政状況により償還
年限を短縮し、若しくは、繰上償還又は、
低利債に借換えることができる。

事　　　項

下水道事業計画区域変更業務委託 １３,５００千円

期　　間

令和５年度から
令和６年度まで

限度額



予算に関 する説明書





令和５年度　桜井市下水道事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入

支　　　　出

款

１．下水道事業収益

２．下水道事業費用

１．営 業 収 益

２．営 業 外 収 益

３．特 別 利 益

１．下 水 道 使 用 料

２．他 会 計 負 担 金

３．そ の 他 営 業 収 益

 

１．受 取 利 息

２．長 期 前 受 金 戻 入

４．雑　　　収　　　益

６．他 会 計 補 助 金

７．県 補 助 金

９．国 庫 補 助 金

１．固 定 資 産 売 却 益

１,１５９,７０３

５０８,５７７

４８７,９６９

２０,３３１

２７７

６５１,１２６

０

３１０,０３３

１

３４０,０００

０

１,０９２

０

０

（単位：千円）

１,１４３,２３２

１,０２７,１７５

６,７３３

２４０,２８２

４２,４３９

７３７,７２１

１１６,０５７

１０６,０５７

１０,０００

０

０

１．管　　　渠　　　費

２．業　　　務　　　費

４．総　　　係　　　費

５．減　価　償　却　費

 

１．支 払 利 息

３．消　　　費　　　税

 

４．過年度損益修正損

１．営 業 費 用

２．営 業 外 費 用

３．特 別 損 失

項 目 予　定　額 備　　　考

備　　　考款 項 目 予　定　額
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

１．建 設 改 良 費

３．企 業 債 償 還 金

１．管 路 建 設 費

６．流域下水道建設負担金

１．企 業 債 償 還 金

９２８,４３３

６６９,１１６

６６９,１１６

７１,９００

７１,９００

１８７,４１７

１８７,４１７

１．企　　　業　　　債

５．補　　　助　　　金

６．出　　　資　　　金

１．企　　　業　　　債

１．国　庫　補　助　金

１．出　　　資　　　金

１,３７２,８６７

４０４,５７１

３６３,２９３

４１,２７８

９６８,２９６

９６８,２９６

（単位：千円）

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部

款

３．資本的収入

４．資本的支出

１．建 設 改 良 費

３．企 業 債 償 還 金

１．管 路 建 設 費

６．流域下水道建設負担金

１．企 業 債 償 還 金

９２８,４３３

６６９,１１６

６６９,１１６

７１,９００

７１,９００

１８７,４１７

１８７,４１７

１．企　　　業　　　債

５．補　　　助　　　金

６．出　　　資　　　金

１．企　　　業　　　債

１．国　庫　補　助　金

１．出　　　資　　　金

１,３７２,８６７

４０４,５７１

３６３,２９３

４１,２７８

９６８,２９６

９６８,２９６

（単位：千円）

項 目 予　定　額 備　　　　考

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

令和５年度　桜井市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

修繕引当金等の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息及び企業債取扱諸費

受取利息・配当金

固定資産売却益（損）

固定資産除却費

未収金の増減額（△は増加）

貯蔵品の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

前受金の増減額（△は減少）

預り金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

無形固定資産の売却による収入

国庫補助金、工事負担金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等に充てるための企業債による収入

建設改良等に充てた企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額） 

資金期首残高

資金期末残高

10,014

737,721

0

△ 278

0

0

△ 310,033

116,057

0

0

0

0

0

0

0

0

0

553,481

0

△ 116,057

437,424

△ 344,788

0

△ 38,389

0

66,678

△ 316,499

669,116

△ 968,296

187,417

△ 111,763

9,162

82,225

91,387
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１．総　　括

令和５年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

報 酬
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定
福 利 費
（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

21,019

17,229

38,248

20,638

16,586

37,224

381

643

1,024

12,623

15,562

28,185

12,099

15,506

27,605

524

56

580

33,642

32,791

66,433

32,737

32,092

64,829

905

699

1,604

5,616

5.552

11,168

5,882

5,907

11,789

△ 266

△ 355

△ 621

39,258

38,343

77,601

38,619

37,999

76,618

639

344

983

1,371

1,026

345

1,425

1,320

105

1,133

1,088

45

468

456

12

1,860

1,860

0

1,557

1,893

△ 336

5,600

5,600

0

10,415

10,449

△ 34

4,356

3,913

443

5

9

0

0

0

0

0

0

0

0

0

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

5資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

（2）
4

（2）
4

（2）
9

※（　）内は再任用職員数及び会計年度任用職員数を外書しています。
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１．総　　括

令和５年度　給与費明細書

区　　　　分

職　員　数

特別職
（人）

一般職
（人）

報 酬
（千円）

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

児童手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

住居手当
（千円）

時間外手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

給 料
（千円）

手 当
（千円）

計
（千円）

法 定
福 利 費
（千円）

合 計

（千円）

給　　　　与　　　　費

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

21,019

17,229

38,248

20,638

16,586

37,224

381

643

1,024

12,623

15,562

28,185

12,099

15,506

27,605

524

56

580

33,642

32,791

66,433

32,737

32,092

64,829

905

699

1,604

5,616

5.552

11,168

5,882

5,907

11,789

△ 266

△ 355

△ 621

39,258

38,343

77,601

38,619

37,999

76,618

639

344

983

1,371

1,026

345

1,425

1,320

105

1,133

1,088

45

468

456

12

1,860

1,860

0

1,557

1,893

△ 336

5,600

5,600

0

10,415

10,449

△ 34

4,356

3,913

443

5

9

0

0

0

0

0

0

0

0

0

資本勘定支弁職員

本

年

度
合　　　計

損益勘定支弁職員 0

0

0

0

0

0

5資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

前

年

度
合　　　計

資本勘定支弁職員

比

較

手

当

の

内

訳

合　　　計

区　分

本年度

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

比　較

（2）
4

（2）
4

（2）
9

※（　）内は再任用職員数及び会計年度任用職員数を外書しています。

２．給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円）

給与改定に伴う増
減分

給与改定に伴う増
減分

給料表の改定状況
給料の改定率
　　　　０.５５％

職員構成の変動に
係る増減分など

職員構成の変動に
係る増減分など

昇給に伴う増加分 平均昇給率
　　　　２.２０％

その他の増減分

その他の増減分

区　　　　　　　分

区　　　分 企 業 職（円） 一般会計の制度（円）

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

１５４,６００

１６７,１００

１８５,２００

１５４,６００

１６７,１００

１８５,２００

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

２８６,０００

３４４,３３６

４１.９

２６４,０８９

２９５,７２４

４１.０

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在

企　業　職

制度改正に伴う増
減分

説　　明 備 考

給 料

手 当

１,０２４

２０４

０

５８０

０

８２０

５８０

３．給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たり給与

　⑵　初　任　給 令和５年１月１日現在
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⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

令和５年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

３

－

１

１

１

１

－

３

１

－

１

１

１

－

３３.３

－

１１.１

１１.１

１１.１

１１.１

－

３３.３

１１.１

－

１１.１

１１.１

１１.１

－

職員数（人） 構 成 比（％）

令和４年１月１日現在

※（　）内は再任用職員数を外書しています。

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職

（１）

２

（100.0）

22.3

（１）

９

（100.0）

100.0

（１）

２

（100.0）

22.3

（１）

９

（100.0）

100.0
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⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

令和５年１月１日現在

区　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

計

１　　級

２　　級

３　　級

４　　級

５　　級

６　　級

７　　級

８　　級

３

－

１

１

１

１

－

３

１

－

１

１

１

－

３３.３

－

１１.１

１１.１

１１.１

１１.１

－

３３.３

１１.１

－

１１.１

１１.１

１１.１

－

職員数（人） 構 成 比（％）

令和４年１月１日現在

※（　）内は再任用職員数を外書しています。

区　分 １　　級 ２ 級

主事補の職務 主事の職務

技師補の職務 技師の職務

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

主任の

職　務

係長又は

主査の職務

副主幹又は

主査の職務

主幹の

職　務

課長の

職　務

部 長 又 は

次長の職務
企業職

（１）

２

（100.0）

22.3

（１）

９

（100.0）

100.0

（１）

２

（100.0）

22.3

（１）

９

（100.0）

100.0

⑷　昇　給

⑸　特殊勤務手当

　　　該　当　な　し

本

　
　
　年

　
　
　度

区　　　　　分

職員数（Ａ）（人）  ９

 ８

 ３

 －

 １

 ２

 １

 －

 １

 －

８８.９

 ９

 ７

 ３

 －

 ２

 １

 １

 －

 －

 －

７７.８

 ９

 ８

 ３

 －

 １

 ２

 １

 －

 １

 －

８８.９

 ９

 ７

 ３

 －

 ２

 １

 １

 －

 －

 －

７７.８

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

１級（人）

２級（人）

３級（人）

４級（人）

５級（人）

６級（人）

７級（人）

８級（人）

級別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

合　計 企業職

前

　
　
　年

　
　
　度
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⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻　その他手当

区 分
20年勤続

の者（月分）
25年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定年前早期退職
 （２％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～
第７号区分（０円）にお
ける60月分の調整月額の
支給合計

調 整 額

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の
制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

〃 〃 〃 〃 〃 〃

⑹　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は再任用職員の支給率を外書しています。

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、
職務階級による
加算措置

支 給 率 計
（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

（１.１５）
２.２０

（１.１５）
２.２０

（１.１５）
２.２０

（１.１５）
２.２０

（２.３０）
４.４０

（２.３０）
４.４０

有

（１.１２５）
２.１５

（１.１７５）
２.２５

（２.３０）
４.４０

有

有

債務負担行為に関する調書

事　項

下水道事業計
画区域変更業

務委託
13,500 － －

令和5年度から
令和6年度まで

13,500 13,500

限度額
期　間 期　間金　額 金　額 内部留保資金

（千円）

前年度末までの
支払義務発生（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳
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⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻　その他手当

区 分
20年勤続

の者（月分）
25年勤続

の者（月分）
35年勤続

の者（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定年前早期退職
 （２％～30％加算）

第１号区分（59,550円）～
第７号区分（０円）にお
ける60月分の調整月額の
支給合計

調 整 額

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の
制　度

（支給率）

区　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶養手当 同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

地域手当

住居手当

通勤手当

〃 〃 〃 〃 〃 〃

⑹　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は再任用職員の支給率を外書しています。

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） 12月（月分）

職制上の段階、
職務階級による
加算措置

支 給 率 計
（月分）

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

（１.１５）
２.２０

（１.１５）
２.２０

（１.１５）
２.２０

（１.１５）
２.２０

（２.３０）
４.４０

（２.３０）
４.４０

有

（１.１２５）
２.１５

（１.１７５）
２.２５

（２.３０）
４.４０

有

有

債務負担行為に関する調書

事　項

下水道事業計
画区域変更業

務委託
13,500 － －

令和5年度から
令和6年度まで

13,500 13,500

限度額
期　間 期　間金　額 金　額 内部留保資金

（千円）

前年度末までの
支払義務発生（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳

令和４年度　桜井市下水道事業予定損益計算書

（令和４年４月１日～令和５年３月31日）

１．営 業 収 益

　⑴

　⑵

　⑶

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

その他営業収益

４５９,５２９

２０,３３１

１００ ４７９,９６０

３．営業外収益

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

　⑸

　⑹

受 取 利 息

長期前受金戻入額

雑 収 益

他 会 計 負 担 金

県 補 助 金

国 庫 補 助 金

０

３０８,０３６

１

３４１,０００

５５５

１,８１８ ６５１,４１０

５．特 別 利 益

　⑴ 固定資産売却収益 ０ ０

４．営業外費用

　⑴

　⑵

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

雑 支 出

１１６,４５０

０ １１６,４５０ ５３４,９６０

６．特 別 損 失

　⑴

　⑵

過年度損益修正損

そ の 他 損 失

０

０ ０ ０

２．営 業 費 用

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

　⑸

　⑹

管 渠 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

その他営業費用

１４,１９２

２２２,１７３

３７,１３０

７３３,６９０

０

０ １,００７,１８５

営 業 利 益
△５２７,２２５

経 常 利 益 ７,７３５

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

７,７３５

２４,５０３

３２,２３８

（単位：千円）
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負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

８,７３９,５７０

０

０

８,７３９,５７０

０

８,７３９,５７０

令和４年度　桜井市下水道事業予定貸借対照表

（　令　和　５　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

土 地

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

１９,５３９,６８１

８３４,０９５

１０,７８７

３８,２８８,３８１

△ １８,７９５,３６８

２２１,４８８

△ １８６,４４２

２,６０３

△ １,９１８

３,００４

△ ２,８５４

０

１０,７８７

１９,４９３,０１３

３５,０４６

６８５

１５０

０

８３４,０９５

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．施 設 利 用 権

２０,３７３,７７６

（単位：千円）

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

９９,０００

△ ５００

８２,２２５

９８,５００

０

０

１８０,７２５

２０,５５４,５０１

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
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負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

８,７３９,５７０

０

０

８,７３９,５７０

０

８,７３９,５７０

令和４年度　桜井市下水道事業予定貸借対照表

（　令　和　５　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

土 地

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

１９,５３９,６８１

８３４,０９５

１０,７８７

３８,２８８,３８１

△ １８,７９５,３６８

２２１,４８８

△ １８６,４４２

２,６０３

△ １,９１８

３,００４

△ ２,８５４

０

１０,７８７

１９,４９３,０１３

３５,０４６

６８５

１５０

０

８３４,０９５

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．施 設 利 用 権

２０,３７３,７７６

（単位：千円）

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

９９,０００

△ ５００

８２,２２５

９８,５００

０

０

１８０,７２５

２０,５５４,５０１

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

４．流 動 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金

　⑶　前 受 金

　⑷　引 当 金

　⑸　そ の 他 流 動 負 債

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

ア．

賞 与 等 引 当 金

そ の 他 引 当 金

預 り 金

９６８,２９６

５,２８３

０

９６８,２９６

１２０,０００

０

５,２８３

４２０

１,０９３,９９９

５．繰 延 収 益

　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

受 託 工 事 負 担

収 益 化 累 計 額

補 助 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

２,５１７

１,４７６

５,４０７,０４２

２,７９３,２４６

２,８２２

△ ３０５

９,５８０

△ ８,１０４

１１,１９９,１２２

△ ５,７９２,０８０

５,９３５,４１５

△ ３,１４２,１６９

８,２０４,２８１

８,２０４,２８１

１８,０３７,８５０

資　　本　　の　　部

資 本 金 合 計

６．資　本　金

　⑴　自 己 資 本 金 ２,４８４,４１３

２,４８４,４１３

０

０

０

３２,２３８

０

０

３２,２３８

３２,２３８

２,５１６,６５１

２０,５５４,５０１

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債・資 本 合 計

ア．

イ．

ウ．

工 事 負 担 金

補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

ア．

イ．

当年度未処分利益剰余金

建設改良積立金

７．剰　余　金

　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

８,４６４,１２３

０

０

８,４６４,１２３

０

８,４６４,１２３

令和５年度　桜井市下水道事業予定貸借対照表

（　令　和　６　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

土 地

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

１９,１９３,９５２

８２５,２８０

１０,７８７

３８,６３３,１６９

△ １９,４８１,７４７

２２１,４８８

△ １９０,５８０

２,６０３

△ １,９１８

３,００４

△ ２,８５４

０

１０,７８７

１９,１５１,４２２

３０,９０８

６８５

１５０

０

８２５,２８０

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．施 設 利 用 権

２０,０１９,２３２

（単位：千円）

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

９９,０００

△ ５００

９１,３８７

９８,５００

０

０

１８９,８８７

２０,２０９,１１９

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
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負　　債　　の　　部

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３．固 定 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　引 当 金

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

８,４６４,１２３

０

０

８,４６４,１２３

０

８,４６４,１２３

令和５年度　桜井市下水道事業予定貸借対照表

（　令　和　６　年　３　月　31　日　）

資　　産　　の　　部

１．固 定 資 産

　⑴　有 形 固 定 資 産

ア．

イ．

ウ．

エ．

オ．

カ．

土 地

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

１９,１９３,９５２

８２５,２８０

１０,７８７

３８,６３３,１６９

△ １９,４８１,７４７

２２１,４８８

△ １９０,５８０

２,６０３

△ １,９１８

３,００４

△ ２,８５４

０

１０,７８７

１９,１５１,４２２

３０,９０８

６８５

１５０

０

８２５,２８０

　⑵　無 形 固 定 資 産

ア．施 設 利 用 権

２０,０１９,２３２

（単位：千円）

２．流 動 資 産

　⑴

　⑵

　⑶

　⑷

９９,０００

△ ５００

９１,３８７

９８,５００

０

０

１８９,８８７

２０,２０９,１１９

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

４．流 動 負 債

　⑴　企 業 債

　⑵　未 払 金

　⑶　前 受 金

　⑷　引 当 金

　⑸　そ の 他 流 動 負 債

ア．建設改良費等の財源に充てるための企業債

ア．

イ．

ア．

賞 与 等 引 当 金

そ の 他 引 当 金

預 り 金

９４４,５６３

５,００５

０

９４４,５６３

１２０,０００

０

５,００５

４２０

１,０６９,９８８

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

５．繰 延 収 益

　⑴　長 期 前 受 金

ア．

イ．

ウ．

エ．

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

受 託 工 事 負 担

収 益 化 累 計 額

補 助 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

２,４６６

１,３０４

５,２７０,６７７

２,６８６,４７９

２,８２２

△ ３５６

９,５８０

△ ８,２７６

１１,２６５,８００

△ ５,９９５,１２３

５,９３５,４１５

△ ３,２４８,９３６

７,９６０,９２６

７,９６０,９２６

１７,４９５,０３７

資　　本　　の　　部

資 本 金 合 計

６．資　本　金

　⑴　自 己 資 本 金 ２,６７１,８３０

２,６７１,８３０

０

０

０

４２,２５２

０

０

４２,２５２

４２,２５２

２,７１４,０８２

２０,２０９,１１９

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債・資 本 合 計

ア．

イ．

ウ．

工 事 負 担 金

補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

ア．

イ．

当年度未処分利益剰余金

建設改良積立金

７．剰　余　金

　⑴　資 本 剰 余 金

　⑵　利 益 剰 余 金
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令和５年度　桜井市下水道事業会計予算説明書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

２．下水道事業費用

１．営 業 収 益

１．営 業 費 用

1,143,232

1,027,175

6,733

1,159,703

508,577

１．下水道使用料

１．固定資産売却益

２．他会計負担金

７．県 補 助 金

１．下水道使用料

１．固定資産売却益

１．雨水処理負担金

２．手 数 料

２．受託工事負担金

３．補 助 金

４．受贈財産評価額

１．工事負担金

１．県 補 助 金

10．旅　　　　費

12．備 消 品 費

13．燃 料 費

15．印刷製本費

16．修 繕 費

26．通信運搬費

27．委 託 料

28．賃 借 料

　
29．保 険 料

30．使 用 料

42．公 課 費

普通旅費

消耗品費

車両燃料費

印刷費

車両等修繕費

郵送料

事業計画変更業務委託

ガス検知機等借上料

下水道賠償責任保険料

車両自賠責保険料

システム借上料

自動車重量税

33

583

260

80

320

42

4,000

80

146

1,175

14

下水道使用料収入

固定資産売却収入

雨水処理負担金

排水設備業者等登録手数料

長期前受収益化（減価償却見合い分）

流域下水道負荷軽減推進補助金

〃

〃

〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．管 渠 費

487,969

0

20,331

0

487,969

0

20,331

277

172

203,043

106,767

51

0

６．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金340,000 340,000

４．雑 収 益 １．雑 収 益 雑収入1 1

９．国庫補助金 １．国庫補助金 国庫補助金1,092 1,092

277

１．受 取 利 息 預金利息１．受 取 利 息 00

310,033

２．営業外収益 651,126

３．特 別 利 益 0

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

１．下水道事業収益
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令和５年度　桜井市下水道事業会計予算説明書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

２．下水道事業費用

１．営 業 収 益

１．営 業 費 用

1,143,232

1,027,175

6,733

1,159,703

508,577

１．下水道使用料

１．固定資産売却益

２．他会計負担金

７．県 補 助 金

１．下水道使用料

１．固定資産売却益

１．雨水処理負担金

２．手 数 料

２．受託工事負担金

３．補 助 金

４．受贈財産評価額

１．工事負担金

１．県 補 助 金

10．旅　　　　費

12．備 消 品 費

13．燃 料 費

15．印刷製本費

16．修 繕 費

26．通信運搬費

27．委 託 料

28．賃 借 料

　
29．保 険 料

30．使 用 料

42．公 課 費

普通旅費

消耗品費

車両燃料費

印刷費

車両等修繕費

郵送料

事業計画変更業務委託

ガス検知機等借上料

下水道賠償責任保険料

車両自賠責保険料

システム借上料

自動車重量税

33

583

260

80

320

42

4,000

80

146

1,175

14

下水道使用料収入

固定資産売却収入

雨水処理負担金

排水設備業者等登録手数料

長期前受収益化（減価償却見合い分）

流域下水道負荷軽減推進補助金

〃

〃

〃

３．その他営業収益

２．長期前受金戻入

１．管 渠 費

487,969

0

20,331

0

487,969

0

20,331

277

172

203,043

106,767

51

0

６．他会計補助金 １．他会計補助金 他会計繰入金340,000 340,000

４．雑 収 益 １．雑 収 益 雑収入1 1

９．国庫補助金 １．国庫補助金 国庫補助金1,092 1,092

277

１．受 取 利 息 預金利息１．受 取 利 息 00

310,033

２．営業外収益 651,126

３．特 別 利 益 0

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

１．下水道事業収益

42,439

240,282

10．旅　　　　費

12．備 消 品 費

13．燃 料 費

16．修 繕 費

19．動 力 費

25．手 数 料

26．通 信 運 搬 費

27．委 託 料

 

 

28．賃 借 料

29．保 険 料

31．材 料 費

32．工 事 請 負 費

36．負 担 金

59．公 課 費

１．給　　　　料

 

 

 

 

２．手 当 等

 

 

 

 

３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

６．法 定 福 利 費

10．旅　　　　費

11．被 服 費

12．備 消 品 費

27．委 託 料

28．賃 借 料

30．使 用 料

36．負 担 金

38．貸 倒 引 当 金

40．扶 助 費

普通旅費

消耗品費

車両燃料費

車両等修繕費

電力料金

水質検査・車両法定点検手数料

通信料

ＭＰ場維持管理委託料

下水道使用料徴収委託料

下水道台帳作成委託料

システム保守委託料

ストックマネジメント事業委託料

機械等借上料

車両共済保険料

補修材料費

管渠修繕工事費

流域下水道維持管理負担金
研修負担金

自動車重量税

職員給料

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

翌年度支給賞与の当年度負担引当

共済組合負担金、公務災害基金負担金

普通旅費

被服費

消耗品費

システム保守委託料

庁舎賃借料

近鉄敷地使用料

研修負担金

貸倒損失に備えるための引当

水洗便所改造資金助成金

10

55

5

5,000

1,900

1,215

550

26,610

1,000

36

1,650

5,000

197,251

0

21,019

10,254

　

2,369

5,616

30

128

84

509

775

12

243

275

1,125

２．業 務 費

414

1,344

587

672

1,200

321

3,013

2,343

360

４．総 係 費
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２．営業外費用

３．特 別 損 失

737,721

116,057

106,057

10,000

0

0

47．企業債利子

48．借入金利子

59．公 課 費

１．過年度損益
　　修 正 損

41．有形固定資産
　　減価償却費

42．無形固定資産
　　減価償却費

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

器具及び備品減価償却費

施設利用権減価償却費

　

企業債利子

一時借入金利子

消費税納税額

前年度事業に伴う損金

690,517

47,204

105,757

300

10,000

0

５．減価償却費

１．支払利息及び
　　企業債取扱諸費

３．消 費 税

４．過年度損益
　　修 正 損
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２．営業外費用

３．特 別 損 失

737,721

116,057

106,057

10,000

0

0

47．企業債利子

48．借入金利子

59．公 課 費

１．過年度損益
　　修 正 損

41．有形固定資産
　　減価償却費

42．無形固定資産
　　減価償却費

建物減価償却費

構築物減価償却費

機械及び装置減価償却費

車両運搬具減価償却費

器具及び備品減価償却費

施設利用権減価償却費

　

企業債利子

一時借入金利子

消費税納税額

前年度事業に伴う損金

690,517

47,204

105,757

300

10,000

0

５．減価償却費

１．支払利息及び
　　企業債取扱諸費

３．消 費 税

４．過年度損益
　　修 正 損

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）収　　入

３．資 本 的 収 入 928,433

669,116

669,116

1,372,867

404,571

363,293

968,296

968,296

237,728

137,188

17,229

４．下水道事業債
　　特 別 措 置 分

１．流 域 下 水 道
　　建 設 負 担 金

６．流 域 下 水 道
　　建 設 負 担 金

共済組合負担金
公務災害基金負担金

翌年度支給賞与の当年度負担引当
３．賞 与 引 当 金
　　繰 入 額

１．企 業 債

１．企業債償還金

１．給　　　　料

３．資本費平準化債

71,900

71,900 71,900

５．補 助 金

１．補 助 金 １．国 庫 補 助 金 国庫補助金

187,417

187,417 187,417

６．出 資 金

１．出 資 金 １．他会計出資金 他会計出資金

253,000

１．企 業 債

１．公共下水道債

職員給料

12,926２．手 当 等

扶養手当  957

516

546

885

4,400

147

2,397

2,013

1,065

管理職手当

地域手当

住居手当

時間外勤務手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

968,296

41,278 41,278

57．企業債償還金 企業債償還金

流域下水道建設負担金

資本費平準化債

41,200２．流域下水道債 建設改良債

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

（単位：千円）支　　出

2,636

5,552６．法 定 福 利 費

60,60035．補 償 金 管渠建設に伴う補償費

235,70032．工 事 請 負 費 管渠建設工事費

28,65027．委 託 料 管渠建設に伴う委託料

４．資 本 的 支 出

１．建 設 改 良 費

３．企業債償還金

款　・　項 目 節予定額 予定額 説　　　　　明

１．管 路 建 設 費
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会計書類に関する注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１．固定資産の減価償却の方法

　　　⑴　有形固定資産

減価償却の方法 定額法 

主な耐用年数

構築物 50年

機械及び装置 10～20年

車両運搬具 ４年

工具、器具及び備品 ４～５年

　　　⑵　無形固定資産

減価償却の方法 定額法

主な耐用年数

施設利用権 45年

　２．引当金の計上方法

　　　⑴　退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給付引当金は計上

していない。 

　　　⑵　賞与等引当金

　職員の期末・勤勉手当及びその手当に係る法定福利費の支給に備えるため、各年度の翌事業年度に

おける支給見込み額に基づき、各年度に負担する額（12月から３月までの４ヶ月分）を計上している。 

　　　⑶　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による回収不能見込額を

計上している。 

　３．消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。但し、仕入控除対象外消費税及び地

方消費税は、営業外費用として処理している。

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

予定キャッシュ・フロー計算書における資金は、現金及び預金である。

Ⅲ　予定貸借対照表等関連

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は5,804,309千円である。

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　　　　報告セグメントが単一のため、記載を省略している。
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